
経常収支比率……類似団体平均を下
回っていますが、公債費、社会保障
経費の増加により比率の悪化（上昇）
が予想されます。行財政改革への取
り組みを通じて経費の削減が必要です。

地方債残高……いわゆる借入金のこ
とで、類似団体と比較すると若干下
回っていますが、合併特例債、臨時
財政対策債などによる増加が予想さ
れます。将来を見据えた計画的な運
用が必要です。
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行 政 改 革 の 取 り 組 み
～総務部～

集中改革プラン取組事項
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問い合わせ先……員弁庁舎　総務課　Z74-5805　FAX74-5800

　平成17年3月、総務省から「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」が示され、当市で
はこの指針に基づき、平成17年7月から専門家による各部局の行政診断を行い、具体的な取組事項について「い
なべ市集中改革プラン（平成17～21年度）」を策定し、市民満足度の向上と行政の効率化を推進していきます。

　事務事業の取組については42項目を掲げ、その主な取組重点課題は下記のとおりです。なお、取組期間中に
おける社会経済状況の変化等により、随時、取組項目の追加、取組年度の変更など本計画の見直しを行います。

　これまで、保育所運営や学校給食センターの調理等を民間委託してきましたが、
今後は、指定管理者制度の導入や民営化も含め、施設等の管理の効率化と経費
削減に努めます。

　受益者負担の原則により、継続的に使用料、手数料の見直しを行います。

取　組　内　容 効　　　果
目　標　年　度

主 な 取 組 事 項

コミュニティバスの運行業務

申請書類等の見直し

ＢＣＧ予防接種事業の見直し

図書システムの導入

組織の再編成�

口座振替時の領収書の廃止

地理情報の共有による事務事業の
効率化を図る。また、地理情報を
インターネット上で公開し、市民
サービスの向上を目指します。

市全域のバス施策の見直しと統合
を検討し、市民サービスの向上を
目指します。

申請書類等について、統合や押印
省略に向け見直しを行い、窓口手
続きの簡素化を目指します。

個別接種について検討し、受診機
会の拡大による市民サービスの向
上を目指します。

図書館の蔵書の検索・予約システ
ムの導入について検討し、市民サ
ービスの向上を目指します。

組織の見直しを図り、効率的な行
政運営を図ります。

口座振替による領収書を廃止し、
請求者のみに納付額明細書等を発
行することで経費の節減を図りま
す。

　なお、「集中改革プラン（平成17～21年度）」の詳細については、ホーム

ページをご覧いただくか、各庁舎総合窓口課にて閲覧ください。

16年度決算から見た財政状況（普通会計）
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経常収支比率
（財政構造の弾力性）
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人口1人当たりの地方債現在高
（将来負担の健全度）

単位：％ 単位：円

類似団体とは……態様（規模や産業構造など）が似通っている市町村を一定の類型に従い分けられたものでいなべ市と同
　　　　　　　　程度の態様のまちを比較するためには、最も身近な尺度となるものです。

（財）ほくせいふれあい財団

青川キャンピングパーク青川キャンピングパーク青川キャンピングパーク
指定管理者制度とは・・・市が指定した団体に施設の管理運営
を代行させ、住民サービスの向上を図るとともに、経費の削減
を目的とした制度です。

事務事業の再編・整理、廃止・統合

　定員管理については、組織機構改革による部課の統合、保育所の統廃合およ
び民営化、事務事業の民間委託等により定員の抑制を図り、計画的な職員採用
を行い、5年間の職員の削減目標を25人（5.5％）として取り組みを推進します。

定員管理の適正化

民間委託等の推進

使用料、手数料等の見直し

財政力指数……優良企業の立地など
により、類似団体※を上回っていま
すが、国の補助金、交付金が減少し、
厳しい財政状況です。今後も企業誘
致などによる自主財源の確保が必要
です。

小さなことから…
旧法務局員弁出張所で使用していたスチール棚を員弁庁舎で再利用
するなど経費の節約を図っています。

統合型地理情報システム（GIS）
の活用

試行
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調査
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事務事業の効率化
市民サービスの向上

市民サービスの向上
経費の節減

市民サービスの向上
事務事業の効率化

事務の簡素化
経費の節減

市民サービスの向上

市民サービスの向上

市民サービスの向上

一般会計当初予算の規模と推移

　一般会計当初予算は、合併直後の平成16年

度には旧町の事業の継続等により約204億円

と大きく膨らみましたが、平成17年度当初予

算は対前年比8.4％減の約187億円、平成18

年度当初予算については対前年比4.0％減、

合併直後の平成16年度と比較すると13.9％

減の約176億円と合併前の水準に戻りつつあり、

今後も経費の削減等により予算の適正化に努

めます。 0
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一般会計当初予算の規模と推移

平成13～15年度は、旧4町の当初予算を合計した金額です。

金

額


